新大塚公園廃止問題を考える（２）　　　　　　　　　　2006年4月6日
1.新しい統合校をどこに、どのように発足させるのか？

(1)教育委員会は、「学校統合の際は教育財産の有効活用を図る観点から、統合前の校舎を統合後の校舎として活用することを検討する」（Ｈ17・11・4発行きあら第12号）としながら、五中と七中の統合校を新大塚公園と教育センターの敷地に建てる案だけしか検討しないのは、教育財産の有効活用を考えていないのではないか。
＊元町小学校と真砂小学校は真砂小学校に新しく校舎を建て、本郷小学校として統合。二中と四中は統合して本郷台中学校となったが、建物は二中の既存の建物を利用。
(2)教育委員会は新大塚公園と教育センターを壊して作る8,600㎡の敷地がなければ「より良い教育」ができないと言うが、既存校より約1,000㎡余り広くなる敷地面積が、「より良い教育」を保証する第一要件ではない。教育委員会は統合校の教育のあり方について、何のコンセプトも提示していない。

· 八中は6,229㎡の敷地で全校生徒103名。学力の面でもスポーツの面でも区内でトップクラス。六中、茗台中も敷地は6,000㎡台だが、この10年、生徒数が増えている。反対に敷地のもっと広い中学で生徒数は減っている。ちなみに五中は7,401㎡。七中は7,245㎡。

· 新大塚公園と教育センターを合わせた敷地8,600㎡から、予備調査で作られた整備例の「公園スペース」200㎡と「植え込み」500㎡、合計700㎡を差し引くと、学校用敷地は7,900㎡となり、既存校と大差はない広さとなる。

(3)新統合校に集る生徒数をどのくらい見込んでいるのか、生徒数についての将来見込みとその推計の根拠はいまだ示されていないが、新統合校は1学年4クラスを作る予定である。
　　

· 教育改革区民会議第2次答申では「都心回帰による人口の回復傾向はあるが、少子化の進行の中、学齢児童･生徒数の大幅な増加は見込めない状況にある」としている。

(4)五中・七中の統合は今回の素案の課題でもある、区全体としての適正な配置を考えた上でのものか？具体的な学校配置計画については検討したのか？

　　　＊一中、茗台中、統合校とが近接(500ｍごと)、反対に目白台地区には中学が1校もない。

2.新大塚公園の代替公園は可能か？
(1)教育委員会は代替公園用地として五中或いは七中跡地を考えているが、いずれも急坂を辿らなければならず、お年寄り、車椅子利用者、乳幼児を連れた保護者には利用し難い。また、七中は袋地で子どもたちの安全性の面で公園としては問題がある。現在、新大塚公園にある少年野球のためのグランドは確保しがたい。

(2)新大塚公園の自然が失われれば、代替するものはない。70ｍの緑の歩道と200㎡の遊び場を残す素案と、現在の100本以上の木々の作り出す木立とは比較にならず、区民の暮らしと街の景観に与える影響は甚大である。

(3)代替公園という発想そのものが、40年の歴史と自然の営みが作り上げてきたものを地域の一つの文化とみなす視点に欠け、区民の暮らしと心の豊かさをないがしろにするもの。また、多くの世代が集い、係わりあう新大塚公園だからこそ、子どもたちを育む上で教育的に大きな役割を果たしていることを評価すべきである。

· 都市公園の廃止について、公園法の運用指針には「土地収用法に準じた慎重な運用」が特記されている。公園の丸々の廃止を繰り返しているのは都内で文京区だけである。

3.新大塚公園廃止計画は急浮上した。なぜ？

(1)新大塚公園廃止計画を伴う五中･七中統合計画は2005年8月の教育改革区民会議第2次答申を踏まえて作られたが、9月1日の教育委員会、9月2日の教育改革区民会議第20回第4部会でも全くこの計画は出ていない。10月19日の区長他四役と各部局長などの政策調整会議で学校教育部長より突然話が持ち出され、了承された後、10月25日の教育委員会で議案の一部としてなんら検討されることなく承認された。

(2)新しい統合校の建設用地を新大塚公園にする案については土木部や都市計画部など関係する部局と教育委員会が話し合った記録は何もない。政策調整会議で決定されて始めて計画が各部局にもたらされた。
4.統合校を新大塚公園に建てる場合にかかる全体の予算は？
　　統合校の新しい校舎を建てるには40億から50億の費用が見込まれるらしいが（予備調査で上がった試算の数字は臥せられている）、その他に新大塚公園を壊す費用、代替公園を作る費用が、既存の校舎を壊す費用とは別にかかり、全体として膨大な費用を必要とすることになる。その全体の試算はされているのか？

　　　　

5.文京区自治基本条例に沿って真に「区民参画」の計画に！
(1)区立小･中学校将来ビジョン素案をまとめる段階で区民の声を十分聞き、それを素案に反映すべきである。

(2)新大塚公園の現状での存続と新しい統合校との既存校地における発足とを両立すべきであり、そのために既存校地における新校舎の建設、あるいは既存校舎の改造などを含むさまざまな案を考えることこそが教育委員会の務めである。

(3)五中･七中統合計画に伴う新大塚公園の廃止計画については、区民の理解と納得が得られない限り、見切り発車しないこと。新大塚公園を廃止する案には13,000名以上の反対署名が集まり、今も増加中である。

· 文京区自治基本条例

第8条 区民は、地域社会の一員として協働･協治の社会の実現に参画する権利を有する。

第28条 執行機関は、協働・協治の視点に立って、政策の立案、実施及び評価の各段階において、区民等の参画を図り、開かれた区政を目指す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2005年4月1日から施行）
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